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１．高度成長を続ける中国経済
中国経済は歴史上どの国も経験したことのない未曾有の高度成長を続けている。1979年末から今日にかけて30年間年率約10％に達する高度成長を遂げている。2007年には名目GDPにおいてドイツを追い越し、2010年から11年にかけて日本を追い抜き、米国に次いで世界第2の経済大国に躍進するものと見られている。
２．中国経済に高度成長をもたらした最大の要因
(1) 人口、経済規模、資源に恵まれた中国は、発展の可能性を持ちながら、長期間に亘り“眠れる獅子”と言われてきた。その中国が、1979年の鄧小平による改革開放政策によりグローバリゼーションの波に乗って飛躍的に発展した。
(2) 国内的には多民族国家という大きな課題を抱えながらも、政治的には一党独裁の共産主義体制を維持し、経済的には市場経済政策を導入し、mixed systemの効果を十分に生かした。
(3) 中国経済は、2007年の米国発のリーマン・ショックの影響を受け、2008年度の実質成長率は9％と6年ぶりに10％を割ったものの、中国政府はいち早く2010年までに約4兆元(約59億円)の大型景気刺激策を実施し、2009年度の実質成長率は10％近くまで回復した。世銀は本年11月3日、2010年のGDP成長率を前回の見通しより上方修正して、１０％となるという予測を発表した。
リーマン・ショックは100年に1回の経済危機だといわれていたが、それが1929年のような形の世界経済恐慌に発展しなかったのは、現在の世界の金融協力が進化していることに加え、多分に中国経済の成長力に負う所が大であったと考える。その意味で中国経済のレジリエンスを高く評価していい。
３．中国の高度成長のもたらしたメリットとデメリット
　急速な経済発展にはメリットとデメリットを伴うものである。中国経済の持続可能性の見通すためには、高度成長のメリットとデメリットを検証しなければならない。
(1)　メリット
①　13億数千万の人口に占める最貧層の比重が減少しつつある。OECDの調査によれば、かつては1日2ドル以下の最貧層が人口の半数を占めていたが、改革開放後急速に減少した。2020年には限りなく皆無に近くなる。
　OECDがアジアの他の人口大国であり、中国に次ぐ高度成長を遂げているインドは2020年においても最貧層は減少しても皆無になることは不可能だとしている点は注目される。
②　市場経済化により一部の富裕層と農民等の所得格差は拡大するとしても、国民全体が豊かになることにより、社会の安定がもたらされ、人権の尊重と民主化が徐々に浸透していくものと予想される。
③　国民が豊かになれば、携帯電話だけでなくコンピューターが普及し、国民が情報に接することができ、国民の知識、情報がレベルアップする。
④　国際的に見れば、中国は21世紀においてBRICsの中でも最もダイナミックに発展する一国となる可能性を持っており、中国の国際的地位と発言力は向上するものと考えられる。すでに中国はG20におけるリーダー格であり、中国の要求によりIMF、世銀におけるクオーターは日本に次いで6％台に拡大されることとなった。
⑤　中国の高度成長は、先進国経済が低成長に悩む中で、他のBRICｓとともに世界経済発展へのインセンティブを与える。日本経済の成長にとってもプラス要因となろう。
(2)　デメリット
①　人口問題
国民が豊かになれば、一人っ子政策の維持は難しくなる恐れはあるが、中国の場合現在の13億超の人口が増加したとしても環境問題、特に水の汚染による増殖力の減退から15億が中国の人口の限界だとの見通しもあり、インド及びアフリカの人口問題の方がより深刻だとの見方もある。国連の｢世界人口見通し｣(1998年)によれば、中国の人口は2030年の約14億5000万人をピークに減少に転ずると予想されている。そして中国の人口減少は高齢化率の上昇をもたらし、2050年には中国の高齢化率は22.5％に達するものと予想されている。この中国の予想高齢化率は、アジアでは日本、韓国に次いで高率である。人口大国における急速な人口増加は環境問題にとってはマイナスの要因となるが、逆に人口減少は持続的発展にとっては、日本の例を待つまでもなくマイナスの要因として働く。中国の場合、人口増加率の減少傾向は国家の政策である一人っ子政策から来るのか、先進国化の傾向なのか、環境問題から来るのか、極めて複雑であるが、中国の持続的発展にとり、中国にとって適正規模の人口はどのレベルであるのかを見通すことが、極めて重要である。
②　高度成長のための大量エネルギー・資源使用のもたらす環境悪化
中国の高度成長パターンは、エネルギー・資源多消費型の重化学工業依存であり、必然的に自然環境の悪化を招くことになる。中国政府は、中国における大気汚染の最大の原因と言われている石炭の依存度を減らし、石油、天然ガス、原子力、新再生エネルギーなどの他のエネルギー源への切り替えを図っている。しかし、IEAの統計によれば、中国のエネルギー源の石炭依存率は、未だに70％台と高く、中国にとってこれをいかに改善するかが大きな課題である。またIEAの調査によれば中国は2003年には日本を抜いて世界第2の石油消費国となったが、2020年には米国を抜いて世界最大の石油消費国となると予想されている。
このような中国の石炭、石油といった大量の化石燃料への依存は、中国のCO2、SO2の排出量の急激な増大をもたらし、2009年10月6日、IEAが発表したCO2排出量統計によれば、2007年に下図Figure1のように中国の排出量は米国を抜いて世界のトップとなり、全世界のCO2排出量の21％を占めることになった(米国は20％、EUは11％、ロシアとインドは5％、日本4％)。
IEAの試算ではいかに中国が省エネなどの努力をしたとしても、CO2排出量の多い石炭火力発電の発電力の増加を抑えない限り、中国のCO2排出量は、2030年には米国のCO2排出量(5,804 million tonnes)の約2倍の11,706 million tonnesに達するとの見通しが行われている。中国の場合、CO2の問題だけでなく、人体に最も大きい被害を与えるSO2排出量も世界で最も多く、これをいかに削減できるかが極めて重要である。
③　食糧問題
中国は世界最大の食糧生産国でもあり、また食糧消費国でもある。国民が豊かになれば当然のこととして食糧消費量が増加し、特に中国の場合肉食が増え、それも鶏肉から豚肉、そして牛肉へと嗜好が変化する。そのため動物の飼料が必要となり、中国は食糧増産が不可避となる。中国の土地は広大であるといっても、食糧増産のための化学肥料、農薬の使用は環境悪化を惹起し、さらに農地の拡大のための山林の急速な開拓は洪水、土地の砂漠化などによる自然破壊を招くことになる。中国各地においては、退耕還森が進められているが、この政策にも限界があろう。
中国は食糧自給目標を揚げる農業政策をとっているが、OECDの見通しによれば、中国の農業市場が自由化されれば、2020年には中国は日本とほぼ同程度の純食糧輸入国(約1,700億トン)になる可能性は高い。中国の人口の伸び率を毎年1.1％とすると、毎年約五百万トンの穀物増産が必要となる。この目標を環境破壊をもたらすことなく達成できるかが大きな課題となる。
④　急速な都市化のもたらす環境への影響
　高度成長のもたらすもう一つの問題は、豊かさを求めて農村から都市絵の人口移動であり、中国の場合800万以上のメガシティが急速に増加しつつある。急激な都市化のもたらす環境悪化は、中国が克服すべき一つの課題となっている。
４．中国経済を持続可能なものとするための最大の課題
(1)　高度成長の限界は環境問題からくるのか？
　すでに述べた如く、人口問題、食糧問題、エネルギー資源の大量使用、都市化も自然破壊と環境破壊に収斂され、中国経済の高度成長の限界となりうる最大の要因だと考えられる。
(2)　環境に配慮した成長
　OECDがかつて提唱していた｢最初に成長ありき｣という政策は、先進国では通用していたものであったかも知れない。先進国では経済が成長し、豊かになれば人は自然と環境に配慮するようになり、そのための技術開発が進むようになるという安易な考え方に基づくものであった。このような政策は環境意識が高まってきた先進国ではもはや通用しないし、中国、インド等のこれから躍進する途上国においても踏襲されてはならない政策である。一旦破壊された自然環境は元に戻らない。ましてや環境技術力の劣る途上国では、破壊された環境の改善は難しい。
　約10年前、中国貴州省の山村を訪れたが、石灰石の山々の山頂はすっぽりと切り取られ、白い山肌が見え、近くの工場で石炭を燃料として黒煙を出しながら大量のセメントが生産されていた。これは単なる一例であるが、中国が世界の工場として環境破壊を続けながら発展を遂げ、豊かになったとしても誉められたことではない。
　確かに中国のような途上国にとっては、ある程度環境を犠牲にしても発展し、先進国に追いつきたいとの気持ちは分からないわけではないが、一旦破壊された自然環境は元に戻らず、成長と環境のバランスをとることがいかに重要であるかを認識すべきである。
５．中国の環境問題を克服するための戦略
(1)　中国の自助努力が基本
　中国は直面している環境問題の深刻さを十分に認識しており、中国政府をはじめ環境専門家の意識が高まりつつある。私がOECDにいた頃、OECDは中国の環境問題の改善のため積極的なアドバイスを与えていた。1995年、私は李鵬首相(当時)を訪問し、OECDの基本的環境政策であるPolluters Pay Principle(汚染者支払い原則＝PPP)について説明したが、李鵬首相はOECDは政策の紹介に終始し、世銀のように具体的プロジェクトへの資金援助をしてくれないと不満気であった。しかし、翌年再び北京を訪問し、中国側環境関係者と会談した時には、李首相のサイン入りの環境広報文書に、中国政府の基本的環境政策として、PPPが取り上げられているのを見て嬉しく思った。そして中国政府は環境を汚染した数千に達する製紙工場や製鉄工場を閉鎖した。2000年4月には｢大気汚染防止法｣を修正可決し、同年9月から規則強化により、さらに汚染防止技術の導入や、クリーンエネルギーの開発に努め、特にSO2排出規制の強化、ガソリンの無鉛化に努めている。
(2)　中国の自助努力を支援するための国際協力
　中国経済の高度成長を促進するため、中国は｢西部大開発計画｣や｢南水北調計画｣がある。このような大規模計画を成功させることは、中国経済の持続的発展のためにも必要であるのみならず、中国の環境改善のためにも重要である。しかし、このような大規模開発計画は中国一国のみで一朝一夕に実現できるのではなく、技術的にも資金的にも、また多くの経験を有する先進国の協力を必要としよう。
(3)　中国の環境問題支援のための地域協力と日本の役割
　①　深刻化する中国の環境問題改善のため、中国の環境悪化の影響を受けている東北アジアの近隣諸国の日本、韓国、香港、台湾、モンゴルなどが、中国を中心として｢北東アジア環境協力機構｣を設立できれば、中国の環境改善に大きく貢献するのみならず、中国経済の持続的発展をより健全なものとすることができよう。
②　｢北東アジア環境協力機構｣を通じて日本は｢西部大開発計画｣や｢南水北調計画｣への協力(環境関係のインフラ開発・設備、水不足の解消、大規模灌漑、退耕還森など)を推進できよう。
③　また日本はこの機構を通じて、具体的には次の協力を行うことができよう。
(ⅰ)　環境問題の人材育成
・学術交流、交換留学生制度の拡充
(ⅱ)　環境問題における科学技術の促進と技術移転
・石炭の脱硫技術支援
・CO2、SO2排出規制、石炭依存からの脱却
・新しいクリーンエネルギーの開発
・CDMの促進
・排出取引の促進
(ⅲ)　中国、さらにインドが国連気候変動枠組み条約のプロトコル1(CO2排出削減の義務化)加入のための環境づくり
６．中国経済の持続発展のためのマクロ経済政策
　以上中国経済の持続的発展のために克服すべき最大の課題として環境問題を取り上げてきたが、最後にグローバル化時代に中国が真に大国として世界に貢献できる国に発展するために取るべきマクロ経済政策について述べたい。
(1)　急激な高度成長がもたらすバブル経済化を乗り切れるか？
　中国経済は、現在マクロ経済的に見て高度成長政策から生じたバブル経済化の危険性を抱えている。最近、度々中国を訪問したが、アパート・住宅を中心とする不動産価格の高騰はその兆候とみられる。中国はかつて日本が1980年代後半より土地、不動産の異常な投資により、バブル経済が破綻し、その後は日本経済が失われた10年どころか20年、30年という低成長に陥った経験からレッスンを学ぶべきであろう。この点中国は日本の経験をよく研究しており、迅速な規制を加えると思われるが、バブル経済の克服は最重要課題であろう。
(2)　中国経済は、これまで日本の成長モデルを主体とし、輸出に依存して急速な発展を遂げてきた。2008年度のGDPに占める輸出依存度は38％と高く、特に米国市場への依存度が高く、そしてこの輸出により世界最大の外貨準備高(約2兆数千憶ドル)を稼いでおり、2009年度にはその21.5％を米国の国債に投資していた。米国国債の価格はリーマン・ショックにより大きく低落し、中国は多大の損害を被った。中国も経済問題では日本同様、対米依存関係にあり、米国経済が未だにリーマン・ショックから完全に回復できず長期の不況が続く中、中国も対米依存の体質を改め、輸出だけに依存しない内需拡大に政策転換をせざるを得ない。中国にはまだ貧困層も多く、｢西部大開発計画｣も内需拡大にとって重要なインセンティブとなることは明白であり、中国経済の持続可能な発展のためにも、内需拡大政策がより重要となる。また未だに実現には程遠いが、｢東アジア共同体｣のようなアジア地域協力が進捗し、アジア通貨協力、さらにすでに2005年に発足した“Asia Bond Market”活動が活発化すれば中国はアジア市場での内需を拡大することができよう。
(3)　中国経済の国際化
　中国経済が大国化しG2時代を迎えるにあたって、中国は人民元の国際化を含め、身の丈に合った国際化を進めなければ国際的に孤立することになる。そしてさらに重要なことは、中国の資源、エネルギーの確保のためだけでなく、アフリカ等の途上国の発展のために経済協力を進め、大国としての責任を果たすべきである。このことが長期的には中国経済の持続的発展に繋がるものと考えられる。
結語：中国経済の持続的発展のための新しいパラダイム
(1)　以上、今後の中国経済の持続可能性を環境問題を中心として、さらにマクロ経済的視点により検証してきた。中国が今後も高度成長を求めようとする国内政治的、経済的理由は理解しうる。増大する人口に雇用機会を与え、国営企業を民営化することによって生じた失業者を救済することは必要であっても、10％といった高水準の成長率はいつまでも続くものではない。中国経済が先進国化すればする程成長率はロジスティック曲線(logistic curve)を画いて減少していくのが経済の常であり、中国経済もその例外でない。その国の経済の潜在力にふさわしくない、無理な高成長を目指すことは環境破壊をもたらし、バブル経済を惹起し、結果的には急激な成長率の低下をもたらしかねない。より長が期的に持続可能な経済を目指すためには、単にGDPの高度成長を求めるよりも、環境に配慮し、所得格差の縮小と高齢化対策、社会福祉の充実（軍事費の増大よりも）に重点をおいた、よりバランスのとれた成長を志向する新しいパラダイムに基づく経済政策が必要となろう。
(2)　現状において今後中国経済がどのような持続的発展を遂げていくのか明確な見通しを立てるのは、極めて困難なことであるが、参考までにOECDが1997年に行ったシナリオと国連大学(UNU)が1999年に行ったシナリオを紹介したい。
①　OECDでは次の通りHG(高成長)とLG(低成長)とに分けて年平均成長率のシナリオを画いた。
1996－2000年　　　2001－2010年　　2011－2020年
HG　　9.3％　　　　8.2％　　　　　　7.2％
LG　　7.9％　　　　5.3％　　　　　　4.3％
②UNU( China’s Sustainable Development Framework、1999年)

年次　　　　　　　　年平均成長率
1996－2000年　　　9.1％
2001－2010年　　　7.7％
2011－2020年　　　6.0％
2021－2030年　　　5.0％
2031－2040年　　　4.4％
2041－2050年　　　3.7％
(3)　これまでの中国の成長率を見ると、1996－2000年、2001－2010年のHGシナリオを上回る成長率を実現しており、まさにこれは驚くべき高度成長といえる。OECDのシナリオでは、2011－2020年のHG成長率は7.2％に減速してくるし、さらにそれ以降はUNUの見通しの通り、次第に成長率は減速してくるであろう。しかし大きな経済規模を持つ中国経済にとって、４－５％台の成長を続けることは大変なことである。このような成長を達成するためには、中国は環境に十分配慮し、環境と成長とのバランスを考え、賢明なマクロ政策を実施せねばならない。それができれば、中国経済の持続的発展は十分に可能だと考えられる。
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